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自転車 
 
道路交通法第 63 条の 3 に規定される「普通自転車」をいいます。なお、「普通自転車」と

は、車体の大きさ及び構造が内閣府令で定める基準に適合する自転車で、他の車両を牽引し

ていないものをいいます。 

「内閣府令で定める基準」は、道路交通法施行規則第 9 条の 2 の 2 で規定されています。 

 

交通事故 
 

道路交通法第 2 条第 1 項に規定されている道路において、車両、路面電車及び列車（軌道

車）の交通によって起こされた、人の死亡又は負傷を伴った事故及び物的損害を伴った事故

をいいます。但し、本書では人身事故のみを取扱っています。 

 

当事者 
 

交通事故に関係した人をいいますが、車両等が関係した事故の運転者については、運転中

の車両等を当事者としています。 
 

第 1 当事者 
過失（違反）がより重い当事者。過失（違反）が同程度の場合は、被害が
より小さい方の当事者をいいます。 

第 2 当事者 
過失（違反）がより軽い当事者。過失（違反）が同程度の場合は、被害が
より大きい方の当事者をいいます。 

 

自転車通行空間 
 
法令による定義はありませんが、本書では自転車が通行可能な道路又は道路の部分のう

ち、自転車の通行すべき場所が明示されている空間を「自転車通行空間」と呼称します。 

 

自転車道 
 

道路構造令第 2 条第 1 項第 2 号に規定される、専ら自転車の通行の用に供するために、

縁石線又は柵その他これに類する工作物により区画して設けられる道路の部分をいいます。 

なお、道路交通法上も、自転車道として扱われます。 

 

自転車専用通行帯 
 

道路交通法第 20 条第 2 項の道路標識により、車両通行帯の設けられた道路において、普

通自転車が通行しなければならない車両通行帯として指定された車両通行帯をいいます。 
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自転車歩行者道 
 

道路構造令第 2 条第 1 項第 3 号に規定される、専ら自転車及び歩行者の通行の用に供す

るために、縁石線又は柵その他これに類する工作物により区画して設けられる道路の部分を

いいます。なお、道路交通法上、自転車歩行者道という定義はなく、歩道として扱われま

す。 

 

歩道 
 

道路構造令第 2 条第 1 項第 1 号に規定される、専ら歩行者の通行の用に供するために、

縁石線又は柵その他これに類する工作物により区画して設けられる道路の部分をいいます。 

なお、道路交通法上も、歩道として扱われます。 

 

路面標示 
 

道路標識、区画線及び道路標示に関する命令に規定されていない、法定外の路面に描かれ

た標示で、ペイント、石等で路面に描かれた線、記号又は文字をいいます。 

 

幹線道路 
 

都市圏構造の骨格を形成する道路であり、広域的な交通の処理を担う自動車交通機能を重

視した道路です。また、歩行者、自転車の通行についても移動の軸となるように、誰でも分

かりやすい安全安心な道路として交通を集約します。 

 

地区主要道路 
 
幹線道路に囲まれた地区の自動車交通を集約し、幹線道路と地区内相互の円滑な自動車交通

処理を担う道路です。歩行者、自転車の通行については、幹線道路に囲まれた地区内での移

動軸となる道路です。 

 

自転車ネットワーク路線 
 
自転車通行空間を効果的、効率的に整備することを目的に選定された、面的な自転車ネット

ワークを構成する路線「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（平成 28 年 7 月改

定 国土交通省・警察庁）」をいいます。 
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  ● 平成 19 年 17 月 内閣府中央交通安全対策会議交通対策本部 

自転車の安全利用の促進について 

自転車は車両という原則に基づき、「自転車安全利用五則」を定め、自転車の安全利用を促進 
 

● 平成 20 年 11 月 国土交通省、警察庁 

自転車通行環境整備モデル地区の指定 

全国 98 箇所を自転車通行環境整備の規範となるモデル地区として選定（江東区内は亀戸が該当） 
 

● 平成 23 年 10 月 警察庁 

良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の推進について 

自転車は車両ということを徹底し、「車道を通行する自転車」と「歩道を通行する自転車」の双方の安全を確保 
 

● 平成 24 年 12 月 警視庁 

自転車対策重点地区・路線の指定 

街頭活動を通じて、自転車の正しい乗り方の理解を促進し、自転車交通ルールの浸透を図るために指定 
 

● 平成 24 年 10 月 東京都 

東京都自転車走行空間整備推進計画 

自転車走行空間を整備するため、整備の基本的な考え方や優先整備区間などを取りまとめ 
 

● 平成 24 年 11 月 国土交通省、警察庁 

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 

自転車通行空間の計画・設計を中心としたガイドライン 
 

● 平成 25 年 17 月 東京都 

東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例 

自転車利用者が守るべき事項、関係者の役割を明らかにし、自転車の安全で適正な利用を促進するために制定 
 

● 平成 26 年 11 月 東京都 

東京都自転車安全利用推進計画 

自転車の安全利用に関する都の施策や、関係者の取組みを総合的に推進するための計画を策定 
 

● 平成 26 年 12 月 東京都 

東京都長期ビジョン 

走行空間整備、駅周辺でのナビマーク整備、広域的なシェアサイクルを目標として掲げる 
 

● 平成 27 年 4 月 東京都 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた自転車推奨ルート 

競技会場や主要観光地の周辺を自転車が安全に回遊できるよう、自転車通行空間のネットワーク化を図る 
 

● 令和 28 年 3 月 東京都 

自転車走行空間整備に関する設計マニュアル（案）  

個別路線の設計において、地域の道路事情をした設計方針を示した。 
 

● 令和 28 年 4 月 東京都 

東京都自転車安全利用推進計画（改定） 

自転車の安全利用に関する都の施策や、関係者の取組みを総合的に推進するための計画を策定 
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● 平成 28 年 7 月 国土交通省、警察庁 

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（改定） 
自転車通行空間の計画・設計を中心としたガイドライン 

 

● 令和 28 年 警視庁 

自転車ナビルート設置計画  

幹線道路における自転車交通の整序化を図るため、一般国道及び都道を対象に自転車ナビマーク、自転車ナビラ

インを整備する。 
 

● 平成 30 年 6 月 国土交通省 

自転車活用推進計画 

自転車活用推進法に基づき、自転車の活用の推進に関して基本となる計画 
 

● 平成 30 年 8 月 国土交通省 

自地方版自転車活用推進計画策定の手引き（案） 
「地方版自転車活用推進計画」の策定を促進するため、計画を検討する際の手順や策定手法等を整理して公開 

 

● 平成 31 年 3 月 東京都 

東京都自転車活用推進計画 

自転車活用推進法第 10 条に基づき、都市づくりや交通、健康、環境、観光等、都の自転車活用に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るための基本となる計画 
 

● 令和 3 年 2 月 国土交通省 

東京２３区内における直轄国道の自転車通行空間の整備計画 

東京２３区内において、自転車通行帯等を今年度、直轄国道で約１０km、主要都道についても約７km の合計１７

km を整備予定。 
 

● 令和 3 年 5 月 国土交通省 

自転車活用推進計画（改定） 

自転車活用推進法に基づき、自転車の活用の推進に関して基本となる計画 
 

● 令和 3 年 5 月 東京都 

東京都自転車活用推進計画（改定） 

自転車活用推進法第 10 条に基づき、都市づくりや交通、健康、環境、観光等、都の自転車活用に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るための基本となる計画 

先行推進重点地区として、晴海・豊洲・有明等地区が選定。 
 

● 令和 3 年 5 月 東京都 

東京都自転車通行空間整備推進計画（改定） 

自転車走行空間を整備するため、整備の基本的な考え方や優先整備区間などを取りまとめ 
 

● 令和 3 年 5 月 東京都 
港湾局自転車通行空間整備計画 
港湾局が管理する道路における自転車通行空間の整備方針などを示す 
 

● 令和 4 年 3 月 東京都 

自転車活用推進重点地区整備計画（晴海・豊洲・有明等地区） 
東京都自転車活用推進計画において、先行的に取組む地区として「先行推進重点地区」を選定し、国、都、区市町

村等の各関係主体と協働で整備計画を策定して順次取組みを実施する。 
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1 概要 
 
○ 国の「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（以下、「国のガイドライン」と呼

称）、東京都建設局の「自転車走行空間整備に関する設計マニュアル（案）（以下、「都マ

ニュアル案」と呼称）」を参考に整備仕様を設定しました。 

○ 自転車ピクトグラムは、警視庁が考案した「自転車ナビマーク」が一定程度普及しつつあ

ることを踏まえ、「自転車ナビマーク」を用いました。 

○ 矢羽根型路面表示（都マニュアル案では「ナビライン」と呼称）は国のガイドラインにお

ける標準仕様（案）を基本としますが、道路幅員の現況を踏まえ、標準型に比べ幅の狭い

ものも設置しました。 
 
 

○ ナビラインについては、幅や角度の異なるサンプルを用いた視認性等に関する実地調査

に基づき設定しました。

表 ナビマーク・ナビライン基本仕様

   

※ 「溶融噴射式かつ高輝度」における高輝度とは、ナビラインに特殊反射材を散布し、夜間及び、雨天時

の視認性を向上させたものです。（特殊反射材の性能は、湿潤時反射輝度が 1.0cd/m2・lx です。） 
なお、検討段階初年度の平成 28 年度においては、耐久性等を比較検討するため、「溶融噴射式かつ高輝

度」のほか、ペイント式、溶融式、噴射式、溶融シート式も一部路線で施工しています。 

2 ナビマーク・ナビラインの基本仕様 
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○ ナビマーク 

 単路部では原則 40m 間隔に設置することとし、ナビマークとナビラインとの離隔は

2.25m としました。 

 交差点部では流入、流出部には設置しますが、交差点内には設置していません。 

○ ナビライン 

 単路部では国のガイドラインにおける標準仕様（案）に基づき、10m 間隔としまし

た。なお都マニュアル案では 5m 間隔とされています。 

 交差点部では都マニュアル案に基づき、2.5m 間隔を標準としました。なお、国道・

東京都道との交差部については、道路管理者との事前協議を踏まえて整備を検討す

ることとしました。 

 D=6,000mm 以下の道路との交差部にナビラインは設置しないこととしました。

 

表 ナビマーク・ナビライン設置間隔

 

 

 
 

 
 

3 ナビマーク・ナビラインの設置間隔 
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○ ナビマーク 

 都マニュアル案に基づき下表の通りとしました。 

○ ナビライン 

 都マニュアル案を基本とし次頁の通りとしました。 

 

表 ナビマークの設置位置

 

4 ナビマーク・ナビラインの設置位置 
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表 ナビラインの設置位置

   

 

 
 
 

※ 
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図 整備後 （構造・ナビライン幅別）【その 1】
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図 整備後 （構造・ナビライン幅別）【その 2】  
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清澄白河駅 森下駅 

  

門前仲町駅 越中島駅 
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豊洲駅 東雲駅 

  

辰巳駅 潮見駅 

  

住吉駅 木場駅 
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東陽町駅 亀戸駅 

  

西大島駅 大島駅 

  

東大島駅 南砂町駅 
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新木場駅 東京テレポート駅 

  

亀戸水神駅 有明テニスの森駅 

  

国際展示場駅・有明駅  
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図 第 25 回江東区政世論調査（令和 3 年 12 月）  
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○ 秩序ある安全で快適な自転車利用環境を構築し、もって自転車の関与する交通事

故の低減を図るため、関係者が一体となって取組む方針について検討することを

目的に設置しました。 
 
 

委員長 

江東区 押田 文子 副区長 

委員 

江東区 長尾 潔 政策経営部長 

〃 大塚 尚史 政策経営部   企画課長 

〃 保谷 俊幸 政策経営部   財政課長 

〃 堀田 誠 地域振興部長 

〃 佐藤 生男 地域振興部   文化観光課長 

〃 炭谷 元章 都市整備部長 

〃 立花 信行 都市整備部   都市計画課長 

〃 工藤 章弘 都市整備部   まちづくり推進課長 

〃 杉田 幸子 土木部長 

〃 伊藤 裕之 土木部     管理課長 

〃 大野 俊明 土木部     道路課長 

〃 清田 光晴 土木部     河川公園課長 

〃 召田 和也 土木部     施設保全課長 

〃 綾瀬 邦雄 土木部     交通対策課長 

警視庁 村山 勉 深川警察署   交通課長 

〃 内山 三千代 城東警察署   交通課長 

〃 鳴海 俊太郎 東京湾岸警察署 交通課長 

事務局 

江東区 土木部交通対策課 

  

江東区自転車利用環境推進方針検討委員会 
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○ 江東区自転車利用環境推進方針改定の検討事項について調査研究を行うため、「は

しる」「いかす」作業部会を設置しました。 

 

「はしる」部会 

部会長   

江東区 綾瀬 邦雄 土木部交通対策課長 

部会員   

江東区 山岸 高広 土木部交通対策課交通係長 

〃 角田 直樹 土木部交通対策課交通係 

〃 野村 明弘 土木部道路課工事係長 

〃 田中 正純 土木部道路課工事係 

〃 根本 良治 土木部課施設保全課道路保全係長 

〃 山香 亮 土木部課施設保全課道路保全係 

   

「いかす」部会 

部会長   

江東区 綾瀬 邦雄 土木部交通対策課長 

部会員   

江東区 山岸 高広 土木部交通対策課交通係長 

〃 角田 直樹 土木部交通対策課交通係 

〃 加瀬 尚紀 地域振興部文化観光課観光推進係長 

〃 松田 沙樹 地域振興部文化観光課観光推進係 

〃 吉田 哲朗 都市整備部まちづくり推進課事業推進担当係長 

〃 阿部 良孝 都市整備部まちづくり推進課事業推進担当 

 

 

  

江東区自転車利用環境推進方針検討委員会 作業部会 
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令和 5 年 3 月 印刷物登録番号 (4) 101 号 
 

編集発行 江東区土木部交通対策課 

 江東区東陽 4-11-28 

 電話03(3647)9111(大代表) 
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